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令和５年度「エコ学区」ステップアップ事業に係る学習会等支援業務 

に関する仕様書 

 

１ 事業目的 

本市においては、「将来の世代が夢を描ける豊かな京都」の実現を目指し、２０３

０年までの１０年間の行動計画として、令和３年３月に京都市地球温暖化対策計画＜

２０２１－２０３０＞を策定し、更に同年９月には京都市長が市域からの温室効果ガ

ス排出量を、２０３０年度までに２０１３年度比４６％以上削減することを表明した。

この削減目標の達成に向けては、ライフスタイルを持続可能なものへと進化させる取

組が必要となる。 
  本事業は、その推進に不可欠な啓発や環境学習の実施等を通じて、地域コミュニテ

ィにおける脱炭素型ライフスタイルへの転換及び家庭部門での温室効果ガス（とりわ

けＣＯ２）排出量削減を促進するものである。 
令和５年度は、地球温暖化対策条例が掲げる２０５０年ＣＯ２排出量正味ゼロの実

現に向けて、市民が地球温暖化を自分ごとととらえ、環境と調和したライフスタイル

へ転換に取り組む機運を醸成するため、これまでのエコ学区の枠組みを超え、支援対

象となるコミュニティの範囲を拡大するとともに、学習会中心の支援メニューを見直

したうえで、企業や団体を講師として派遣するプログラムを令和４年度に引き続き取

り組む。 

 

２ 委託内容 

  以下のプログラム等を実施し、コミュニティ（エコ学区、自治会、ボランティア団体

及び大学サークル等）におけるエコ活動を支援する。 

 

⑴  学習会、環境啓発ブースの出展及びブース型学習会の募集・企画・運営 

   ２０５０年ＣＯ２排出量正味ゼロの目標など地球温暖化問題をはじめとした環境

保全に関する学習会、環境啓発ブースの出展及びブース型学習会を企画・運営する。

本項目の実施に係る予算額を９００，０００円（消費税及び地方消費税別）とし、

いずれかのプログラムを各コミュニティの要望に応じて選択し、予算額の範囲内で

組み合わせて実施すること。また、企業や団体を講師として派遣するプログラムと

して、学区向けに５回、学区以外のコミュニティ向けに１０回、各コミュニティの

要望に応じて選択できるプログラム１５回をそれぞれ目安として実施し、合計では

３０回以上実施するものとする。 
なお、１回当たり、２０名以上の参加を求めるものとする。 

 

〈支援対象となるコミュニティの募集・選定〉  

・ エコ学区に対しては、年度当初に上記プログラムを案内するチラシを作成の
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うえ、配布し、希望学区を受け付ける。選定に当たっては、過去の支援経験や

学習効果等を踏まえて、総合的に判断する。件数が上限に達し、要望のあった

学区への支援が本プログラムで実施できない場合は、他コミュニティとの合同

の学習会の実施や、他団体が実施する事業も含め、本事業以外の事業を活用す

るなど、可能な限り学区の希望の実現に向けた調整に努めること。 

・ 学区以外のコミュニティに対しては、年度当初に募集を行い、希望内容を踏

まえ、効果や今後の広がり等の観点で審査のうえ、支援対象を決定する。 

 

① 学習会 

   ア 学習会の企画、運営 

  コミュニティとの協議を踏まえ、希望するエコ活動や目指すライフスタイル

の実現に向けた適切な学習会を企画し、運営すること。 

 学習会の内容は、地球温暖化防止や、省エネ、脱炭素型ライフスタイルへの

転換等、家庭からのＣＯ２排出量削減に向けた意識付けや行動につながる事項

とする。また、京都市地球温暖化対策条例及び京都市地球温暖化対策計画  

＜２０２１－２０３０＞の内容を踏まえ、原則として「市民生活（ライフスタ

イル）」と併せて「事業活動（ビジネス）」、そしてこれらの活動の基盤となる

「エネルギー」、「モビリティ」の分野のいずれかについての転換に関する事項

も含むこと。座学に限らず体験型の学習会も可能とする。 

対象者、日程、場所等の詳細についてはコミュニティと協議し、決定するこ

と。 

 

   イ アンケート調査 

     参加者に対し、学習会による啓発効果や環境に対する意識の変化等が分かる

よう、アンケート項目を精査・設定し、調査・検証を行うこと。場合によって

は、後日アンケートを送付することにより、時間経過による効果を検証するな

ど、適宜工夫すること。また、検証結果については、以降の学習会に反映する

こと。 

 

   ウ 募集チラシの作成 

     学習会の開催を周知し参加者を募集するためのチラシを作成し、必要に応じ

てブース出展の際等に配布すること。チラシの作成においては、配布方法やデ

ザインを工夫し、参加者の積極的な応募を促すこと。チラシデータは、PDF デ

ータをホームページに掲載すること。また、コミュニティの求めに応じ、デー

タも適宜提供すること。印刷数は１コミュニティ当たり５００部以内とする。 

     コミュニティ内へのチラシの配布と参加者募集の取りまとめは、コミュニテ

ィが行うものとするが、必要に応じて取りまとめを補助すること。 
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   エ 会場の準備・設営 

     会場は、コミュニティとの協議のうえ、参加者が参集しやすい場所を選定し、

コミュニティから貸与される物品以外は、全て準備すること。 

     また、必要に応じ、当日の会場案内標記等も準備すること。 

 

   オ 講師の派遣 

     講師とは、講義内容、資料等についてあらかじめ調整等を行い、学習会当日

に派遣すること。 

 

   カ 学習会資料の作成 

     開催当日までに学習会資料を必要部数作成し、配布すること。 

 

   キ プログラムの実施 

     当日の受付、司会等運営の補助を行うこと。また、子育て世代の参加が推測

される場合は、参加者に同伴した幼児・児童等に対し、遊び道具を用意するな

ど、きめ細やかな応対を行うこと。 

 

   ク プログラム実施後の発信 

     当日の資料については、発表資料データを実施概要のレポートと併せて掲載

すること。 

 

  ケ その他 

    (ｱ) 内容により必要となる材料費については、コミュニティとの協議により

必要最低限の料金の徴収を認めるものとする。 

    (ｲ) 複数のコミュニティで学習会の合同開催の希望があった場合は実施する

ことを可能とする。ただし、事前に当室へ連絡することとし、実績として

は１件として計上する。 

 

② 環境啓発ブースの出展及びブース型学習会 

   ア 環境啓発ブースの出展及びブース型学習会の企画、運営 

     イベント（学区での夏祭り、区ふれあいまつり等、コミュニティ主催のもの）

において、エコ活動をテーマとしたブースを設置し、イベント参加者に環境啓

発を行う。 

コミュニティの希望に合わせた、地球温暖化対策、省エネ、水素エネルギー

等の環境をテーマとしたブースとすること。 

また、イベントに訪れる年齢層に合わせて、子ども向けの内容にする等の配
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慮を行う。なお、令和５年度に本市が実施する省エネ行動促進プログラム（家

庭の省エネ診断等）とも連携し実施すること。 

 

   イ ブースの準備 

     コミュニティと協議のうえ、場所はイベント会場内の一部を間借りし、机、

椅子等のコミュニティから提供される物品以外は、全て準備すること。 

 

   ウ ブースの運営 

     出展中はブースに少なくとも１名配置することとし、ブースに訪れた人数を

集計すること（大人と子どもを区別して集計）。また、ブース訪問者から適宜

アンケートを取り、次の出展の参考とすること。 

 

   エ その他 

複数のコミュニティでブース出展の合同開催の希望があった場合は実施す

ることを可能とする。ただし、事前に当室へ連絡することとし、実績としては

１件として計上する。 

 

⑵ エコ学区への活動支援 

エコ学区が主体的なエコ活動を推進できるよう、次のとおり、エコ学区からの相

談対応等、幅広く対応すること。 

 

 ア 総合窓口（エコ学区サポートセンター）の設置 

    エコ学区からの相談・要望に対して総合的に対応する総合窓口（エコ学区サポ

ートセンター）を本市内に設置すること。本センターには住所を定め、学区等か

らの相談等に対して、電話、電子メール、訪問等、学区の要望と状況に合わせ、

対応できるように努めること。また、地域でのエコ活動が円滑に進むよう、専門

的な助言や情報提供、必要な調整のサポート等を行うこと。 

    なお、本センターの営業日は本市開庁日に合わせ、開設時間は原則１日８時間

とする。本市開庁日に休業日を設ける場合は、当室と協議すること。 

 

  イ エコ活動に関する各種助成等の情報収集及び提供 

    エコ学区で取り組む多様なエコ活動に適切に対応するため、本市はもとより、

国や京都府の事業、事業者の事業活動及び企業の環境問題に関するＣＳＲ活動、

近隣大学、市民活動総合センター等で行われる研究活動及び各種助成等の情報を

収集し、必要に応じて情報提供等を行うこと。 

 

  ウ 各種事務処理の補助 
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    各プログラムへの申込みのほか、エコ学区が取り組もうとする活動に必要な事

務書類等の作成を補助すること。 

 

  エ エコ学区の活動調査書の作成、回収及び取りまとめ 

    エコ活動を把握するため、アンケート調査を行い、結果を取りまとめること。 

    なお、調査手法については、可能な限り電子メールを利用する。電子メールに

よる調査が不可能な場合は郵送で実施することとし、郵送費を負担すること。ま

た、実施前に当室と協議すること。 

 

オ 区役所・支所地域力推進室及びエコまちステーションとの連携 

    区役所・支所地域力推進室及びエコまちステーションと連携し、エコ学区のエ

コ活動に関して、年１回各区役所等と意見交換を行うとともに、エコ活動の活性

化に向けて、エコ学区に係る情報共有や取組への協力を行うこと。 

また、会議に必要な資料の準備、進行、摘録作成等の付随業務も行うこと。 

 

⑶  取組の発信・周知の誘導・事業者等とのマッチング 

(1)、(2)で支援するコミュニティと調整のうえ、活動の様子を学区だより、ホー

ムページ、ＳＮＳといったコミュニティの広報媒体への掲載等を通じて、コミュニ

ティ内外で周知するよう誘導すること。ホームページを所有しない場合は、その他

の方法で周知するよう誘導すること。掲載されたことを把握した場合は、速やかに

当室に報告すること。 

また、支援するコミュニティの活動の広がりや参加者の拡大、持続性を高めるた

め、コミュニティ間や、コミュニティと「京都発脱炭素ライフスタイル推進チーム

～２０５０京創ミーティング～」のプロジェクト及びその他市民のライフスタイル

転換に資する事業を行う事業者等とのマッチングを行うこと。 

 

⑷  情報報告及び提供 

  ア 情報の提供 

本業務の実施に関して知り得た情報は、当室をはじめとする関係課等に速やか

に伝達し、業務の円滑な推進に努めること。 

  イ 報告 

    業務の進捗状況を書面（電子データも可）により、２週間に１回当室に報告を

行うこと。 

 ウ 会議の開催 

    当室との情報共有及び連絡調整を目的とした会議を月１回程度開催すること。

状況に応じ、関係者の会議出席を求めること。 
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⑸  京都環境賞への対応 

   令和５年度京都環境賞が公募された場合、コミュニティへ周知するとともに、必

要に応じ応募資料作成について助言すること。 

また、受賞されたコミュニティの活動を他コミュニティに紹介するなど、コミュ

ニティのエコ活動の取組のモチベーションの向上につながるよう意識付けるよう

に努めること。 

 

⑹ DO YOU KYOTO？クレジットの取りまとめ 

令和３年度の「エコ学区」ステップアップ事業に係る「DO YOU KYOTO？クレジッ

ト制度」排出削減プロジェクト参加地域コミュニティ（１学区）からの電気・ガス

の検針票等の提出物を取りまとめ、当室まで提出すること。 

また、学区（地域コミュニティ）への制度説明、提出物に不備があった際の対応

等を適宜行うとともに、省エネ等の取組が進むよう支援すること。 

 

⑺ その他 
   本業務に関する実施結果や、参加者数等の成果について集計・分析を行い、その

結果を業務実施報告書としてまとめ、業務完了後、速やかに提出すること。 
 
３ 履行期間 

委託契約締結日から令和６年３月３１日までとする。 

 

４ 報告 

本業務の終了後、以下の成果品を提出するものとする。電子データを保存した電子

媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）１部と原紙１部を提出すること。 

 

⑴ 業務実施報告書 

前記「２(７)その他」で示す業務実施報告書については、業務全体の実施報告の

ほか、活動報告書の検証方法、内容等について詳細に記載するものとする。 

 

⑵  写真データ等 

業務実施に当たり、撮影した写真データ及び作成した資料等のデータを全て提

出するものとする。 

 

５ 留意事項 

⑴ 当室との連絡を密にして業務に当たること。 

⑵ 業務の進行について、随時、当室と協議し、その指示に従うこと。また、業務内

容の変更が必要な状況が生じた場合は、当室と協議のうえ、業務内容を変更する
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こと。 

⑶ 作成した成果物は京都市に帰属する。 

⑷ 本仕様書に疑義が生じた場合は、当室と協議すること。 

⑸ 業務の成果について公表する場合は、事前に当室と協議すること。 

⑹ 前記２(1)の学習会、環境啓発ブースの出展及びブース型学習会（１件当たり３０，

０００円（消費税及び地方消費税別））の開催に係る合計金額が予算額を下回った

場合は、残額について当初の委託料から減額するものとする。 

 

  


